Movere22号・原稿より抜粋
自家用有償旅客運送の運用ルールの緩和と運用方法の改善点
自家用有償旅客運送の事務・権限に係る地方公共団体への移譲及び運用ルール等の改正に伴い、2015年3月30日付及び4月1日付で、道路運送法施行規則（省令）と関係通達が発出された。
（移譲関連を除く）運用ルールの見直しについて、省令改正されたのは、①法人格のない団体を実施団体として認めること、②「過疎地有償運送」を「公共交通空白地有償運送」に変更すること、③地域外からの来訪者又は名簿に記載のない人および付添人を対象に加えること、の3点であり、通達もこれに準じて改正されている。通達のみが改正されたのは、④福祉有償運送の旅客の範囲の拡大、⑤運営協議会の協議事項の整理、及び⑥⑦構成員（2項目）の追加の4点である。
しかしながら、④については、権限移譲のあり方検討会 の「最終とりまとめ」には、福祉有償運送の対象者拡大（健康上等の理由からイ～ニに準ずる者）が明記されていたにも関わらず、介護保険制度改正に伴って盛り込まれた「基本チェックリスト該当者」を加えるにとどまった。しかも「他人の介助によらずに移動することが困難であると認められ、かつ、単独で公共交通機関を利用することが困難である場合」と付記されており、「健康上等の理由」にはほど遠い内容となっている。権限移譲セミナーでは、「移譲してもしなくても制度見直しを活用しよう」という意見も出されていたが、福祉有償運送の旅客の範囲の拡大がマイナーチェンジにとどまったことで、法人格のない団体が実施主体になる可能性も低くなったのではないだろうか。この点については、今一度省令改正が望まれるところである。

------------------関係通達の主な改正点---------------------
（１）福祉有償運送に係る変更

　・利用対象者の（二）に「介護保険法施行規則第140条の62の４第２号に規定する厚生労働大臣が定める基準に該当する第１号被保険者（基本チェックリスト該当者）」を追加。
　・当該地域の交通が著しく不便であること、その他交通手段の確保を図ることが必要な事情があることを、当該地域を管轄する市町村長が認めた場合に、名簿に記載されていない（会員でない）来訪者（旅行者等）及びその付添人も対象とする（事前に自治体及び運営協議会への報告等が必要）。

　・ＮＰＯ法人等の法人格を有しない任意団体でも、一定の基準を満たしている場合には、運行団体として登録できることを追記。

　・事務・登録の権限の移譲を受けた都道府県市区町村の運行団体の場合、登録書類等の提出先が都道府県地区町村になり、申請書式の一部及び登録番号の記載方法が変更。

（２）公共交通空白地有償運送の変更
　・「過疎地有償運送」を「公共交通空白地有償運送」に変更。
　・（１）と同様の変更（利用対象者の（二）を除く）。
（３）運営協議会に関する国土交通省の考え方について

　・「その他必要と認められる措置」について、協議を必要とせず、確認に留めることを付記。
　・構成員に、「各地方運輸局で地域公共交通のエキスパートとして紹介している人材などの第三者をコーディネーターとして加えるよう配慮する」こと、「ケアマネージャーや保健師等、移動制約者の代弁者も加えることで、現場の実状を詳細に把握するよう配慮する」ことを付記。
